
〇国家戦略特別区域法（平成二十五年法律第百七号）（抄） 

 

（旅館業法の特例） 

第十三条 国家戦略特別区域会議が、第八条第二項第二号に規定する特定事業とし

て、国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業（国家戦略特別区域において、外国

人旅客の滞在に適した施設を賃貸借契約及びこれに付随する契約に基づき一定期間

以上使用させるとともに当該施設の使用方法に関する外国語を用いた案内その他の

外国人旅客の滞在に必要な役務を提供する事業（その一部が旅館業法（昭和二十三

年法律第百三十八号）第二条第一項に規定する旅館業に該当するものに限る。）と

して政令で定める要件に該当する事業をいう。以下この条及び別表の一の四の項に

おいて同じ。）を定めた区域計画について、第八条第七項の内閣総理大臣の認定

（第九条第一項の変更の認定を含む。以下この項及び第九項第二号において「内閣

総理大臣認定」という。）を申請し、その内閣総理大臣認定を受けたときは、当該

内閣総理大臣認定の日以後は、当該国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業を行

おうとする者は、厚生労働省令で定めるところにより、その行おうとする事業が当

該政令で定める要件に該当している旨の都道府県知事（保健所を設置する市又は特

別区にあっては、市長又は区長。以下この条において同じ。）の認定（以下この条

において「特定認定」という。）を受けることができる。 

２ 特定認定を受けようとする者は、厚生労働省令で定めるところにより、次に掲げ

る事項を記載した申請書及び厚生労働省令で定める添付書類を都道府県知事に提出

しなければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 その行おうとする事業の内容 

三 前二号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める事項 

３ 都道府県知事は、特定認定の申請に係る事業が第一項の政令で定める要件に該当

すると認めるときは、特定認定をするものとする。 

４ 特定認定（次項の変更の認定を含む。以下この項及び第九項において同じ。）を

受けた者（以下この条において「認定事業者」という。）が行う当該特定認定を受

けた事業（第八項及び第九項第三号において「認定事業」という。）については、

旅館業法第三条第一項の規定は、適用しない。 

５ 認定事業者は、第二項第二号又は第三号に掲げる事項の変更をしようとするとき

は、厚生労働省令で定めるところにより、都道府県知事の認定を受けなければなら

ない。ただし、その変更が厚生労働省令で定める軽微な変更であるときは、この限

りでない。 

６ 第三項の規定は、前項の変更の認定について準用する。 

７ 認定事業者は、第二項第一号に掲げる事項の変更又は第五項ただし書の厚生労働

省令で定める軽微な変更をしたときは、厚生労働省令で定めるところにより、遅滞

なく、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 



８ 都道府県知事は、この条の規定の施行に必要な限度において、認定事業者に対

し、認定事業の実施状況について報告を求めることができる。 

９ 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、特定認定を取り消すこ

とができる。 

一 第九条第一項の規定による認定区域計画の変更（第八条第二項第二号に規定す

る特定事業として国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業を定めないこととす

るものに限る。）の認定があったとき。 

二 第十一条第一項の規定により認定区域計画（第八条第二項第二号に規定する特

定事業として国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業を定めたものに限る。）

の内閣総理大臣認定が取り消されたとき。 

三 認定事業者が行う認定事業が第一項の政令で定める要件に該当しなくなったと

認めるとき。 

四 認定事業者が不正の手段により特定認定を受けたとき。 

五 認定事業者が第五項又は第七項の規定に違反したとき。 

六 認定事業者が前項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。 

 


